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J・カータ （ーJimmy Carter）政権初期における
原子力発電所新設をめぐる諸問題
─シーブルック原子力発電所の建設をめぐって─
河 﨑 信　樹
はじめに
　本稿の課題は、J・カーター（Jimmy Carter）政権期（1977～1980年）にお
ける原子力発電所の新設について、特にニューハンプシャー州での建設を目指
していたシーブルック原子力発電所（Seabrook Nuclear Power Station）をめ
ぐる問題に焦点を当て、検討することである。
　カーター政権の原子力政策を規定した要因は大きく 3 つ存在していた。第 1
に、1973年に発生した第一次石油ショックである。石油価格の高騰は、石油に
大きく依存してきた各国のエネルギー政策に大きな影響を与えたが、アメリカ
の場合も例外ではなかった1）。第 2 に、インドの核実験成功（1974年）である。
インドの核兵器には、カナダが提供した天然ウランを燃料として用いる重水減
速炉によって生み出されたプルトニウムが使用されていた。アメリカも減速材
として使用された重水を提供していた。このことから原子力発電と核拡散の危
険性の関係が改めて注目されるようになった2）。第 3 に、反原発運動の激化で
あった。1975～1976年にかけてアメリカ全土で、反原発運動が大きな動きを見
せていた。1976年にGE等で原子力発電の開発に従事していた技術者が辞職し、
原子力発電所の危険性を訴えたことは、大きな衝撃を与えていた3）。
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　こうした状況の中、大統領選挙期間中から核拡散の問題を重視していたカー
ターは、選挙戦において、プルトニウム利用の禁止と核燃料サイクルの見直し
を主張していた4）。そして大統領就任後の1977年 4 月 7 日に、新たな原子力政
策を発表した。まずカーターは、多くの国が石油供給先の海外依存を減らすた
めの唯一の選択肢として、原子力エネルギーを位置づけていると指摘する。そ
してアメリカもまた、原子力をエネルギー生産の一部として必要としている現
状にあるとする。しかし一方で、原子力発電は核拡散の危険性をともなってお
り、それを防がなければならない。そこでカーターは、核拡散を防止するため
に、プルトニウムを生み出す再処理工場と高速増殖炉の計画を一旦延期するこ
とを表明し、各国にも国際的な核拡散防止の取り組みへの協力を求めた。また
濃縮ウランの供給能力を強化することによって、内外の原子力発電所の需要に
応える方針も示された5）。このカーターの主張は、国内的には、連邦議会にお
いて建設計画と予算案が審議中であったクリンチリバー高速増殖炉とバーンウ
ェル再処理工場という 2 つのプロジェクトの中止を要求するものであった。対
外的には、アメリカと同様の核燃料サイクルの見直しを、各国に対して求める
ものであったため、日本のような核燃料サイクルを重視していた国に大きな衝
撃を与えた6）。
　ではカーター政権は、アメリカ国内の原子力発電所の新規建設に対しては、
どのように対応したのであろうか。武田［2015］によれば、大統領選挙中のカ
ーターは、「国内外を問わず現行の核燃料サイクルを全面的に見直し、その見直
しを行う間は原子力関連施設の新規建設を一時中止することまで主張していた」
（159ページ）。また上述した新たな原子力政策の中では、原子力発電の活用に一
定の位置づけを与えているものの、核燃料サイクルの見直し及び濃縮ウラン増
産の具体的なプランがないことから、国内の原子力産業を軽視しているとの批
判が連邦議会において生じていた7）。
　本稿では、この問題を考えていくための第一歩として、ニューハンプシャー
州におけるシーブルック原子力発電所の建設をめぐる問題に焦点を当てていく。
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シーブルック原子力発電所は、ニューハンプシャー州シーブルック町に位置し、
メイン湾に面したハンプトン・ビーチとシーブルック・ビーチから 2 マイル（約
3.2キロ）の距離にあるエリアに建設された原子力発電所である8）。シーブルッ
ク原子力発電所は、1960年代に建設構想が進められ、1970年代に建設許可を得
るためのプロセスに入った。本稿では特に、この建設許可をめぐる問題を取り
上げる。
　原子力発電所の建設には、原子力規制委員会（Nuclear Regulatory 
Commission、以下、NRC）や関係する政府諸機関の許認可が必要とされる。シ
ーブルック原子力発電所の場合、建設許可がG・フォード（Gerald Ford）政権
期に与えられていた。しかし環境に与える影響の審査を担当した環境保護庁
（Environmental Protection Agency、以下、EPA）の地域局が、シーブルック
原子力発電所の建設が環境に与える悪影響を懸念し、建設許可の決定を覆した。
その結果、NRCによる建設許可も一旦停止されてしまった。そしてシーブルッ
ク原子力発電所側からの異議申し立てにより、EPA本庁による再審査がカータ
ー政権の下で行われることになった。これが、原子力発電所新設の問題にカー
ター政権が直面した最初のケースとなった。
　シーブルック原子力発電所の建設をめぐっては、ニューハンプシャー州にお
いて大規模な反対運動が行われた。この点は先行研究においても注目されてお
り、アメリカにおける反原発運動が活発化する一つの契機になったと評価され
てきた（砂田［1978］、ルドルフ＆リドレー［1991］を参照）。また、その建設
をめぐるプロセスの全体については、Bedford［1990］が明らかにしている。本
稿では、そうした先行研究を踏まえながら、特に原子力発電所の建設を推進す
る側のカーター政権に対する要求と、それに対するカーター政権の対応につい
て、カーター大統領図書館（Jimmy Carter Presidential Library）所蔵の一次
資料に基づきながら考察していきたい。
　以下では、Ⅰにおいてシーブルック原子力発電所の建設許可をめぐる問題の
経緯について、アメリカにおける原子力発電所の建設許可制度を踏まえつつ概
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観した後、EPA地域局による決定の変更とその影響及びカーター政権が対処せ
ざるを得なくなったプロセスについて分析する。そして続くⅡにおいて、原子
力発電所の建設推進を要求する側の主張とカーター政権側の対応について考察
していく。
Ⅰ　シーブルック原子力発電所建設計画をめぐる混乱9）
（ 1）計画の発端
　シーブルック原子力発電所の建設は、ニューハンプシャー公益事業会社（The 
Public Service Company of New Hampshire、以下、PSNH）によって1960年
代から構想されてきた。なぜならばニューハンプシャー州では、1970～1980年
代にかけて、人口の急速な増大が予測されており、それにともない電力需要も
拡大していくと想定されていたためであった。しかし、その構想が具体化して
いくのは1971年からであった。なぜならばPSNHのみでは建設資金を用意する
ことができなかったためである10）。
　1971年に具体化したシーブルック原子力発電所の建設スキームは、全体の50
％をPSNHが、コネチカット州の電力会社であるUnited Illuminating Company
が20％、Northeast Utilitiesが10％、残りの20％をニューイングランド地域（コ
ネチカット州、メイン州、マサチューセッツ州、ニューハンプシャー州、ロー
ドアイランド州、バーモント州）に立地する電力会社 6 社が出資・所有し、建
設と運営についてはPSNHが受け持つというものであった11）。
　PSNHはウェスティングハウス社と契約し、それぞれ1150メガワットの発電
能力を持つ 2 基の原子炉を持つ原子力発電所を建設する計画を立てた。当初は
1 基目を1979年、 2 基目を1981年に完成させることを目標としていた。このシ
ーブルック原子力発電所を通じてPSNHは、1980年代前半のニューハンプシャ
ー州の電力需要の70％を、石油を使った場合より60％、石炭を使った場合より
30％、低いコストで供給できると考えていた12）。
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　そして1972年 2 月 1 日に、ニューハンプシャー州の立地評価委員会（Site 
Evaluation Committee）に原子力発電所の建設許可を求める申請を行った。同
委員会は州内におけるエネルギー関連設備の立地審査を行い、建設許可を与え
る役割を果たしていた13）。この立地許可は、1974年 1 月29日に与えられた。
　そして続いて1973年 3 月30日に原子力委員会（Atomic Energy Commission）
に建設許可を求める申請書を提出した。同年 5 月に一度差し戻されたものの、
1973年 7 月 9 日に受理された。1946年に設置された原子力委員会は、原子力開
発の推進と安全規制の双方を担う機関であり、原子力発電所の建設許可の審査
を担当していた。しかし「推進」と「規制」という矛盾した役割を担っている
ことに批判が集まり、1974年エネルギー機構改革法案によって廃止された。そ
して開発を担う組織としてエネルギー研究開発局（Energy Research and 
Development Administration、その後、1977年に発足したエネルギー省
（Department of Energy）に吸収される）、規制を担う独立組織としてNRCが
設置された14）。
　シーブルック原子力発電所の建設許可の審査も最終的にNRCによって行われ
た。また、はじめにおいて述べたように、EPA地域局による再審査の提起がカ
ーター政権にこの問題が持ち込まれる契機となっている。ゆえに以下では、EPA
地域局による再審査に至る経緯について考察する前提として、原子力発電所の
建設許認可プロセス及びそこにおいてEPAが果たす役割について、本稿に関係
する範囲において概観していく。
（ 2）原子力発電所の建設許可制度とシーブルック原子力発電所
　原子力発電所に対する規制は、政府から独立した組織として設置されている
NRCによって主に行われている15）。NRCによる原子力発電所の審査プロセス
は、大きく建設の許可と運転の許可の二段階に分かれていた。原子力発電所の
建設を希望する事業者は、まずNRCに対して申請を行い、その建設許可を得る
ことが必要とされる。そして建設の後、運転の許可を得る16）。
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　建設を希望する事業者は、原子力発電所の安全性分析、環境へ与える影響の
評価、財務と反トラスト法に関する説明、の 3 つの分野に関する文書をNRCに
対して提出する必要がある。NRCは、それらの書類や事業者からのヒアリング
に基づき、原子炉の設計や立地等の審査を進め、建設許可を与えるか否かを決
定する。また、その審査のプロセスにおいて、原子力発電所の安全性や環境に
与える影響に関する公聴会を開催し、市民の意見を聴取することが定められて
いる。
　ではEPAはいかなる役割を果たすのか。NRC自体も原子力発電所の安全性
や立地の妥当性、廃棄物処理の問題等についてだけではなく、その自然環境に
与える影響に関する審査を、国家環境政策法（National Environmental Policy 
Act、以下、NEPA）に基づき行う17）。同時にEPAも、大気汚染防止法や水質
汚濁管理法等に基づき、原子力発電所の建設が環境に与える影響の評価を行う。
ゆえにEPAによる決定が、原子力発電所の建設許可に影響を与えることになる。
　1973年 7 月 9 日に受理されたシーブルック原子力発電所の建設許可を求める
申請は、1974～1976年にかけてNRCやEPAによる審査が行われた。まず1975
年 6 月24日にEPAが、環境に与える影響の審査の結果、その建設を承認した。
それを受けてNRCも1976年 7 月 7 日、シーブルック原子力発電所に建設許可を
与えた。そしてPSNHは、1976年 7 月 9 日にシーブルック原子力発電所の建設
を開始した。この時点では、 2 基の内、 1 基目を1981年、 2 基目を1983年に運
転開始する計画で、建設予算として20億ドルを予定していた18）。
（ 3）EPA地域局による許可の取り消し
　しかしEPA、具体的には実際の審査を担当したRegion 1 （ニューイングラ
ンド地域を担当）のEPA地域局（ボストン）は、突如、1976年11月 9 日に建設
許可を取り消した19）。その結果、シーブルック原子力発電所の建設の先行きは
一気に不透明となった。
　ではEPA地域局は何を問題にしたのか。EPA地域局が問題視したのは、シ
 35
J・カーター（Jimmy Carter）政権初期における原子力発電所新設をめぐる諸問題 （河﨑）
ーブルック原子力発電所の冷却システムであった。原子力発電所を安定的に稼
働させるためには、原子炉等の冷却が必要である。その冷却には冷水が使用さ
れるが、シーブルック原子力発電所の場合、メイン湾から海水を取り入れ、原
子炉等を冷却した後、温度が上昇した水を再びメイン湾へと排水するというワ
ンス・スルー式冷却システム（Once Through Cooling System）を採用するこ
とが計画されていた。しかし温排水の温度は、海水の温度よりも高く、海洋生
物や生態系に与える悪影響が懸念され、多くの環境保護団体による反対運動が
行われていた20）。
　この原子力発電所からの排水の問題に対応するのが、水質汚濁管理法である。
同法の下で、商業・産業施設等が海や河川といった水源に排水する場合、全国
汚濁物質排出除去制度（National Pollutant Discharge Elimination System、以
下、NPDES）に基づく許可をEPAから得る必要があった。
　シーブルック原子力発電所の場合も、当然、その許可が必要とされる。この
許可は、EPA長官によって与えられるが、州が要望し、EPAから権限の移譲
を受けた場合、州政府による実施が可能となる。ただし本稿で対象とされてい
るニューハンプシャー州の場合、権限の移譲を受けていない。この場合、EPA
長官によって許可が与えられるが、実質的にはEPA地域局が審査を担当する。
EPAは、アメリカ全体を10のエリアに区分し、各エリアに地域局を設置してい
る。ニューハンプシャー州の場合、先述したRegion 1 に所属しており、そこを
管轄するEPA地域局によって審査が行われる21）。そしてEPA地域局局長J・マ
ッグレノン（John McGlennon）は、1975年 6 月段階では、シーブルック原子
力発電所の冷却システムについて、同法に基づく許可を与えていたが、1976年
11月にその決定を取り消した22）。
　NPDESに基づく許可に反対する主体は、聴聞を要求することができる23）。シ
ーブルック原子力発電所の冷却システムが、海洋生態系に与える悪影響を批判
し、許可を与えるのに反対してきたSeacoast Anti-Pollution LeagueとAudubon 
Society of New Hampshireという 2 つの環境保護団体が、1975年 6 月に出さ
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れたEPA地域局の決定に対して異議申し立てを行い、聴聞会が1976年 3 月23日
と 4 月 2 日に行われた。この聴聞会においては、各種意見が聴取されるととも
に、資料が提出された24）。マッグレノンは、これら反対派の意見を再考し、シ
ーブルック原子力発電所の冷却システムは、海洋の環境に悪影響を与えるもの
であると評価を変更し、以前の決定を撤回した。
　この建設許可の取り消しは、すでにシーブルック原子力発電所の建設を開始
していたPSNHに大きな衝撃を与えた。PSNHは、1976年11月13日にワシント
ンD.C.のR・E・トレイン（Russell E. Train）EPA長官に対して異議申し立て
を行った。これを受けてトレインは、1976年12月 8 日にEPA地域局による決定
のEPA本庁による再審査を行うことを決定した。PSNH側は、すでに建設に着
手しているという緊急状況にあるため、通常よりも早いスケジュールでの審査
を求めたが、その要求は認められなかった。EPA側は、1976年末から1977年初
頭の時期はフォード政権からカーター政権への移行期にあたり、EPA長官も変
わる。ゆえに最終決定が即座に出されることはないとした。そして、次期カー
ター政権がこの問題を最優先課題として取り扱った場合、最も早くて 2 月末に
最終決定が出されるであろうとPSNHに対して伝えた25）。
　こうしたEPAの判断を受け、NRCにおいて決定に対する異議申し立てを扱
う原子力安全認可控訴会議（Atomic Safety and Licensing Appeal Board）も、
EPA地域局の決定が変更されたことから、建設許可をサスペンドすべきとの決
定を1977年 1 月に行った。そしてNRCもこの決定を受けて、1977年 2 月に建設
許可の制限を行った。つまり原子力発電所の建設予定地での工事は中止され、
周辺の環境整備などのみが認められることになった26）。
　シーブルック原子力発電所の建設は暗礁に乗り上げ、その先行きは不透明と
なった。
（ 4）EPA地域局への批判と反論
　一方でEPA地域局の決定に対する批判も噴出した。1976年11月30日付のWall 
 37
J・カーター（Jimmy Carter）政権初期における原子力発電所新設をめぐる諸問題 （河﨑）
Street Journal は「PSNHはEPAの判決よって、20億ドルの原子力装置を破棄
しなければならないかもしれない」との記事を掲げ、EPA地域局による決定が
シーブルック原子力発電所の新設を困難としている状況を伝えた27）。そして1976
年12月14日付の社説は、シーブルック原子力発電所は、電力不足が発生すると
考えられている1980年代前半に、ニューハンプシャー州の電力の80％を供給す
ることが予定されており、その電力供給コストも従来の火力発電の 3 分の 2 で
ある、とその必要性を主張した。そして従来、NRCの決定はEPAの許可を受
けてから行われることになっており、EPA地域局による決定の変更は、そうし
た審査プロセスの基盤を掘り崩すものであると批判した。さらにEPAによる決
定の変更は、新たな証拠に基づいて説明されておらず、シーブルック原子力発
電所の冷却システムは環境に悪影響を与えないものであると主張した。そして
EPA地域局の決定によって、シーブルック原子力発電所の建設が行えない場
合、ニューハンプシャー州民は50％高い電力料金を支払わなければならなくな
るだろうと述べた28）。
　これらの記事の掲載を契機として、マッグレノンEPA地域局長とシーブルッ
ク原子力発電所のプロジェクト・マネージャーであるG・F・コール（G. F. Cole）
の見解が1977年 1 月 5 日付けの Wall Street Journal に掲載された29）。
　まずマッグレノンは、先の社説に対する反論を行った。第 1 に、自身の決定
はシーブルック原子力発電所の建設はできないと決定したものではない。法に
よって定められた環境基準を満たす冷却システムを導入することを求めるだけ
のものである。第 2 に、Wall Street Journal の社説は、温排水が海洋の生態系
に与える悪影響を軽視している。そしてマッグレノンは、数千ページに及ぶ資
料、環境保護団体や専門家の証言に基づき、決定の変更を行っており、PSNH
にも反論の機会は多く与えてきていると強調した。
　これに対してコールは、「この問題は環境の必要性とエネルギー需要の間の紛
争の良い事例である」と述べた後、シーブルック原子力発電所の冷却システム
は、海洋環境に悪影響を与えないと擁護した。そしてEPAによる「最終決定」
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とは一体何なのかと批判した。つまり、EPAによる「最終決定」がなされる。
しかし、それに対する反対派からの異議申し立ての結果、「最終決定」が覆って
しまうのであれば、事業者はあらゆる異議申し立てが完全になくなるまで建設
計画を立てることができない。であれば建設許可まで現在でも 9 ～10年ほどか
かっているが、それは15～20年に伸びてしまい、電力需要を満たすことができ
なくなってしまう。そして「ニューイングランド（と恐らくアメリカ全体）の
電力需要と海洋生態系のどちらが重要か」を決める時が来たのだ、と結んだ。
　同日の Wall Street Journal の社説は、マッグレノンの主張を典型的な官僚主
義と激しく批判した。それはマッグレノン自身の決定が、シーブルック原子力
発電所の計画自体を葬り去る危険性を有していることに対して無自覚である点、
一度下した決定に対する責任を取らず、企業に対しては「証明」を際限なく要
求し続ける態度、費用と便益を考慮できない、非現実的な姿勢等の点であった。
そして、この種の終わりの見えない許認可プロセスが続くのであれば、電力需
要を満たすだけの投資は行われないだろうと主張した30）。
　ここで両者の主張は真っ向から対立している。冷却システムの評価をめぐる
技術的な問題についての対立も当然、存在するが、ここでは 2 つのポイントに
注目したい。 1 つは原子力発電所新設をめぐる許認可システムの問題、もう 1
つは環境保護とエネルギー不足という 2 つの政策課題をめぐる対立である。
　第 1 の問題について、マッグレノンは、法に基づいて認められている異議申
し立てに対応して、決定を見直しただけであり、PSNHが海洋生態系に悪影響
を与えないように、冷却システムの設計を変える必要があると述べていた。そ
して建設を認めた1976年 6 月の決定が、「最終的な決定」であると解釈する権限
はPSNHにはないとも主張した31）。これに対してPSNHとそれを支持する Wall 
Street Journal は、最終的な決定を下した以上、それを受けて建設を開始する
のが業者としては当然の姿勢である。そうでなければ、建設が開始されるまで
に時間がかかりすぎてしまい、電力需要に対応することができない。また最初
の決定に責任を持たないEPA地域局の姿勢は誤りであり、規制制度全体を否定
 39
J・カーター（Jimmy Carter）政権初期における原子力発電所新設をめぐる諸問題 （河﨑）
するものであると主張した。これは環境への影響を審査・判断する主体が、
NEPAに基づいて実施するNRCと他の環境関連の法に基づいて実施するEPA
という形で、重複して存在していることから生じている問題とも考えられる。
　第 2 の問題について、マッグレノンはPSNHと Wall Street Journal は、環境
への影響を軽視していると批判し、後者は、マッグレノンが電力不足問題とい
う経済上重要な問題を認識していないと批判した。ここで両者は、公共政策上、
重視されるべき政策課題はどちらなのかをめぐって争っていた。
　以上のような経緯を経て、上記の論点を中心としたEPA地域局とPSNHの
シーブルック原子力発電所の建設をめぐる対立は、カーター政権へと持ち込ま
れることになった。
Ⅱ　カーター政権の対応
（ 1）PSNHの主張
　EPA地域局による反対に直面したPSNHは、ニューハンプシャー州選出の上
下両院議員（上院 2 名、下院 2 名）やニューハンプシャー州知事を通じて、巻
き返しを図ろうとした。そこではEPA地域局への批判と自身の苦境が訴えられ
ていた。
　例えば、1976年12月17日に出された上下両院議員への書簡32）では、以下のよ
うに述べられていた。まずPSNHは、あらゆる必要な許可を得て、1976年 7 月
に建設を開始した。建設を開始するために 3 年間、デザインとエンジニアリン
グを進め、これまで約 6 ヶ月の間、建設を継続してきた。現時点で、すでに 1
億3400万ドルを支出し、追加的に設備や材料の調達、建設に関わる 3 億ドルの
契約を行っている。建設予定地では800人が働き、他にも数千人の労働者が関連
する他の工場で勤務している。しかしEPA地域局による決定の変更によって、
大きな不確実性に直面している。EPA本庁に対して再審査を要求し、認められ
たものの、緊急事態にも関わらず、迅速な決定は行われていない。
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　そしてPSNHは、行政上の混乱に巻き込まれている、と政府を批判した。つ
まりEPAとNRCの間の規制や権限の重複が存在しており、EPA地域局による
決定の変更が、このプロジェクト全体だけではなく、NRCとEPAの関係の対
立関係を作り出し、許認可プロセスそのものにも脅威を与えてしまっている。
このような決定の変更は、政策決定プロセスの目的と公平性に深刻な懸念を生
じさせている。
　PSNHは、ニューハンプシャー州に安定的で十分なエネルギーを供給する責
任を実行するに際し、1980年代におけるニューハンプシャー州の電力需要を満
たすためには、原子力発電所の建設が最も適切であるという考えは変わってい
ないと述べた。そして、原子力発電所は安全かつ、石炭より30％、石油より60
％低いコストで電力を生産することができるため、建設をフルスピードで進め
るべき、と主張した。
　しかし現在の不確実な状況の下、財務上の問題をPSNHは抱えてしまった。
金融機関はEPA本庁が、すみやかに意思決定を行うという保障がなければ、融
資を行うことに前向きではない。EPA地域局の決定変更がなければ、融資が実
現していた。またプロジェクトの遅延は、労働者やニューイングランドの経済
全体にも悪影響を生じさせてしまうし、遅延にともなうコスト増は、電力料金
の上昇をもたらすだろうと主張した。
　そして上下両院議員に対して、長期的には、EPAと他の諸機関の規制の重複
について再検討し、首尾一貫した合理的な規制プロセスへの転換を実行するこ
と、短期的にはあらゆる努力を傾注して、現在及び次期政府から、公平かつ早
急な再審査を行うことの保障を得ることを要求した。これは、さらなる遅延に
よるコストを原因とする電力料金の上昇を防ぐために必要な措置であると付け
加えた。
　PSNHは、NRCとEPAによる許認可プロセスの重複を批判するとともに、原
子力発電所の経済性（発電コストが低い）と建設の遅延が地域経済に与える影
響（雇用の減少や電力料金の上昇）を強調することで、上下両院議員を説得し
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ようと試みていた。
（ 2）州知事とカーター政権
　PSNHは、ニューハンプシャー州知事に対しても同様の要請を行った33）。州
知事は共和党のM・トムソン（Meldrim Thomson）であった。トムソンもPSNH
の依頼を受け、カーター政権に対する働きかけを行った。トムソンは「小さな政
府」の信奉者であり、連邦による州への介入、官僚制度に対する強い不信感を
持っていた34）。そしてシーブルック原子力発電所の建設推進を強く望んでいた。
　例えば、1977年 2 月 4 日付でカーターに送った書簡35）でトムソンは以下のよ
うに述べていた。シーブルック原子力発電所の建設許可申請は、1972年から行
っているが、官僚制度に特有の過度に煩雑な規制や手続きに阻まれ、遅延が続
いている。カーターには、大統領として、そうした状況を改善するための助け
を求めている。そして現在の遅延を生じさせている問題は、EPAとNRC間に
おける環境規制の重複からから生じているものだと批判した。そして、真にア
メリカにとって重要な課題であるエネルギー不足問題が、冷却システムの評価を
めぐる問題へと矮小化されていると批判し、この重要なプロジェクトを前進さ
せることの必要性を訴えた。つまりトムソンは、連邦政府の官僚制度が意思決
定を遅らせているという点を批判し、公共政策の課題としてエネルギー不足に
対応することの重要性を強調し、カーターに早急な事態の打開を要求した。
　そのためにトムソンは、就任早々のカーターに対して面会を要求したものの、
それは叶わず、代わりに国内政策担当主席顧問及び国内政策担当大統領補佐官
であったS・アイゼンシュタット（Stu Eizenstat）と、1977年 2 月 4 日に面会
した36）。
　会談の内容についてアイゼンシュタットは、以下のようにカーターに報告し
ている37）。EPA地域局による決定の変更がシーブルック原子力発電所の建設を
遅延させている状況にトムソンは不満であり、できるだけ早く決定を得たいと
切望している。会談では、EPAができるだけ早く決定を出すように注意を促す
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と約束した。しかしアイゼンシュタット自身は、NRCについては独立した規制機
関であるため、その決定に介入するのは不適切であると考えている、と述べた。
　トムソンは面談終了後、カーターにテレグラムを送り、カーターと連邦議会
に対してシーブルック原子力発電所の建設を促進するよう要請する10万人の署
名を持っていると述べ、重ねて面会を要求した38）。
　カーターは、2 月17日付でトムソンに書簡を送った39）。そこでは、EPA長官
に予定されていたD・コストル（Douglas Costle）に対して、早急に決定を行
うために、あらゆる努力を行うように指示したと述べ、官僚的な遅延が生じな
いことを保証した。一方、NRCは行政府から独立した機関であり、その手続き
について介入することは拒否した。そのことによって決定の公平性が保たれる
であろうとカーターは付け加えた。
　ではカーター政権はこの問題にいかなるスタンスを取ろうとしたのであろう
か。アイゼンシュタットは、シーブルック原子力発電所の建設には、かなりの
数の反対があることにカーターの注意を促した。またカーターとトムソンの会
談は設定せず、建設許可の問題から距離を取る姿勢を示した。
（ 3）反対運動の動向
　一方、シーブルック原子力発電所の建設に反対する運動は活発化していった。
シーブルック原子力発電所の建設計画が発表された直後は、シーブルック町に
おいても賛成が多数を占めていた。しかしその後、徐々に反対派が増加してい
った。シーブルック町民からは、原子力発電所の新設がシーブルックの観光ビ
ジネスに悪影響を与えるのではないか、景観を悪化させるのではないか、立地
場所が古い地震断層に近すぎるのではないか、本当に電力は不足することにな
るのか、といった疑問点が出されていた40）。またアメリカ全土において活発化
していた原子力発電所の危険性を訴える反原発運動、先述した環境保護団体も
シーブルック原子力発電所の建設に反対していた。環境保護団体は、上記の地
元住民の懸念と冷却システムの問題に加えて、PSNHが原子力発電所を運営す
 43
J・カーター（Jimmy Carter）政権初期における原子力発電所新設をめぐる諸問題 （河﨑）
るには規模が小さすぎる、夏に事故が起きた際にハンプトン・ビーチとシーブ
ルック・ビーチで休日を過ごす観光客が退避できない、という理由を挙げてい
た41）。
　そうした反対派が結集し、ニューハンプシャー州においてシーブルック原子
力発電所の建設計画に対する大規模な反対運動を巻き起こしていた。特にカー
ター政権が建設許可をめぐる審査を行っていた1977年 4 月30日に反対運動側は、
建設予定地を約2000名で占拠した。これに対してトンプソン知事は、警察を動
員し、建設予定地を占拠する反対派約1400名を逮捕し、両者の対立は激化して
いった42）。
　こうした状況の中、カーター政権はEPA本庁による再審査の結果をどのよう
なものにするのかを問われていた。
（ 4）カーター政権の選択
　カーター政権において、この問題を担当したのは1977年 3 月に新しくEPA長
官に就任したコストルであった。コストルによってカーターに提出された 2 つ
の文書を中心に、この問題に対するカーター政権のスタンスを見ていきたい。
　まずコストルは、シーブルック原子力発電所の建設には多くの環境保護団体
と地元住民が反対している一方、ビジネス界、特に公益事業と建設に利害を持
つ者は建設を支持し、EPAを激しく批判している。ゆえに決定がどうなるにせ
よ、「非常に論争を呼ぶものになるだろう」と述べている。
　その上で、この問題は非常に狭いものであるとする。つまり法的・技術的に、
シーブルック原子力発電所の冷却システムが環境に悪影響を与えるか否かを判
断するに足る情報は与えられているか、もしそうであるならば、シーブルック
原子力発電所の異議申し立ては認められるか否か、ということである。その上で
コストル自身は、与えられている情報をEPAの専門家とともに精査し、シーブ
ルック原子力発電所の異議申し立ては認められるものであり、建設許可を再び
出す必要があると判断した43）。その上で、コストルは以下の 3 つの選択肢をカ
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ーターに提示した44）。
　第 1 に、EPA地域局の決定を否定し、当初与えられた建設許可の決定に回帰
するというものである。自身もEPAの専門家も技術的・法的に維持しうる決定
であると信じているとする。一方でこの決定は、このプロセスを通じて、建設
を阻止しようとしていた環境保護団体や他の反対運動を失望させるだろう。一
方でビジネス界は、現在の状況を官僚制度に特有の決定の遅延が生じていると
みなしている。こちらの勢力は、好ましい明確なシグナルと受け取るだろう。
第 2 に、EPA地域局の決定を維持することである。PSNHは、計画を変更する
か諦める、もしくはEPAを提訴するという選択肢を持つが、提訴が最も可能性
が高い。この決定は環境保護を重視する決定であるが、法廷においては敗北す
る可能性が高い。またEPAの専門家の見解を無視することになる選択肢であ
る。第 3 に、EPA地域局の決定を維持しつつ、さらなる資料の提供を求めると
いう、第 2 の選択肢の修正版がある。これは魅力的な環境運動寄りの決定と考
えられる。しかしコストルは、この選択肢について徹底的に検討した上で、反
対であると述べた。なぜならばEPAの専門家の判断によれば、多大な時間と費
用（ 1 億ドル）がかかるにも関わらず、審査の結果は第 1 の選択肢と変わらな
い可能性が高いためだ。
　以上の選択肢を提示した上でコストルは、どんな決定がなされたとしても、
批判の矢面に立つのは大統領ではなく、EPAであるべきだと考えていると述べ
た。カーターは、EPA長官が決定を行うべきであり、詳細な技術的な検討を自
分で行っていないこの問題についてはコメントしないと述べて、この「No-Win」
な状況からカーター自身を引き離しておくことを推薦すると述べた。また政府
による決定の遅延を批判する声に対応して、できるだけ早く決定をリリースす
ることを推奨した45）。
　コストルは、自身がEPAの専門家とともに行った審査に基づけば、第 1 の選
択肢を採用することになる。一方で、狭い問題としてではなく、より広く環境
政策や原子力政策の問題として捉えるのであれば、第 2 と第 3 の選択肢が存在
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するということをカーターに対して示したことになる。
　カーターは、同文書の 1 ページ目に「あなたの判断を信用している。アナウ
ンスは今週の後半でどうか」と書き込んでおり、コストルの推奨する第 1 の選
択肢に賛成したことが分かる。コストルによるその発表は、その週末 6 月17日
に行われ、シーブルック原子力発電所は再び建設許可を獲得する道を歩み始め
ることになった46）。
おわりに
　NRCは1977年 7 月にシーブルック原子力発電所に対する建設許可を再び獲得
し、 8 月から建設を再開した。しかしPSNHは、多くの問題を抱えていた。例
えばコストルは、PSNHの問題として、資金不足、企業コンソーシアムからの
他の電力会社の離脱、建設反対派との法廷での争いといった点を指摘し、シー
ブルック原子力発電所の建設がキャンセルされる可能性もあると述べていた47）。
このような問題を抱えたPSNHによるシーブルック原子力発電所の建設は、さ
らなる紆余曲折を経ることになるが、そのプロセスの解明については、今後の
課題として考察していきたい。
　本稿で考察したシーブルック原子力発電所の建設許可をめぐる論点は、許認
可プロセスにおけるNRCとEPAの権限の重複問題及び環境保護政策とエネル
ギー政策の関係という問題であった。
　前者は、建設推進派から官僚制度が持つ特有の手続きの煩雑さ・決定の遅延
として批判されたが、原子力発電所に対する規制制度がすでに存在している以
上、短期的に審査プロセスに関わる問題を解決することはできなかった。推進
派も、将来的な制度改革を要求しつつも、既存の制度を前提とした上で、意思
決定のスピードを上げるようにカーター政権に要望することしかできなかった。
　その意思決定のスピードを上げる必要性を主張するものとして、建設推進派
によって持ち出されたのが、エネルギー不足問題と原子力発電所の経済効果で
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あった。ニューハンプシャー州での電力不足状況を改善するためには、発電所
の建設が必要である。なぜ原子力発電所なのか。それは発電コストが石油や石
炭の場合よりも低いからである。加えて、原子力発電所の建設は地域に雇用と
利益をもたらす。これが建設推進派の論理であった。これに対して、EPA地域
局や建設反対派は、冷却システムが海洋生態系に与える悪影響を強調し、こう
した推進派の論理に対抗した。ここで問われているのは、政策上の課題として、
エネルギー問題と環境保護のどちらを優先すべきか、という問題であった。
　これに対してカーター政権は、この問題を法的・技術的な問題へと矮小化し、
その選択を行う責任を回避した。つまり推進派からも反対派からも距離を取る
という姿勢に終始したといえよう。EPA本庁による決定の責任はEPA長官が
全て引き受け、最終的な建設許可を出すNRCについては、独立組織であるとい
うことで、何らかの関与を行うことを否定した。トムソン知事は、エネルギー
問題というより重要な問題が問われているにも関わらず、冷却システムの問題
へと問題が矮小化されているとEPAを批判したが、カーター政権は、問題を矮
小化することによって、より重要な公共政策に関する決定を回避し、結果とし
て建設への扉を開いたとも言えよう。
　こうしたカーター政権の消極的な原子力政策は、いかにその後変化していっ
たのか。特に1979年 3 月に発生したスリーマイル島原子力発電所の事故は、原
子力発電所の持つ危険性やその経済的なコストが実際には非常に高いというこ
とをアメリカ国民に対して明確に示し、カーター政権の原子力政策にも大きな
影響を与えたと考えられる。これらの点に関する解明も今後の課題としていき
たい。
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